
女性の活躍に関する情報公表資料① 公表日：2026年6月1日

（注釈・説明）

● 正規社員や月給制の契約社員は男性労働者が多く、時給制の非正規労働者には女性が多い。

■ 労働者に占める女性労働者の割合

従業員データ（2026年6月1日時点）
従業員数 ： 616名 派遣社員数 ： 349名

採用者に占める
女性比率

正社員 469 名
男 389 名

17 ％
女 80 名

嘱託社員 18 名
男 18 名

0 ％
女 0 名

準社員 28 名
男 2 名

93 ％
女 26 名

契約社員 7 名
男 5 名

29 ％
女 2 名

技能実習生 25 名
男 25 名

０ ％
女 ０ 名

パートナー社員 69 名
男 10 名

86 ％
女 59 名

派遣社員 349 名
男 161 名

54 ％
女 188 名

平均継続勤務年数 ： 14.3 年

男性 15.4 年

女性 9.4 年

（注釈・説明）

■ 男女の平均継続勤務年数の差異

● 男女の平均継続勤務年数の差異は、継続勤務年数が長い正規労働者の40代～50代の割合が
男性労働者で9割を占めているのに対し、女性労働者は1割程度となっていることが要因である。



女性の活躍に関する情報公表資料②

全労働者 ： 55.0 ％

正規労働者
（正社員）

75.8 ％

非正規労働者
（パートナー・有期社員）

63.1 ％

公表日：2026年6月1日

（注釈・説明）

● 対象期間：2025年4月1日〜2026年3月31日

● 賃金の割合を算出する際の人員数は、各月の給与支払日の人員数の平均をもとに算定してい
る。ただし、病気休暇および育児休暇・介護休暇中の者は含まない。

● 正規労働者の男女の賃金差異は、男性労働者の場合、30代後半～50代が6割を占めており、

    役職者などの賃金水準が高い者が多いのに対して、女性労働者は新卒採用数の増加により
    10代～30代前半が7割を占め、賃金水準の低い若年層が多い状況が男女の賃金格差が発生

する要因となっている。

● 非正規労働者には業務内容や技能水準による複数の雇用区分があり、男性労働者は専門職が

多く、女性労働者には作業職（短時間勤務を含む）が多いことから賃金格差が発生する要因と
なっている。

● 全労働者における男女の賃金差異は、非正規労働者のうち半数を占めるパートナー社員の
約9割が女性であり、短時間勤務者も多く含まれることが影響している。

■ 男女の賃金差異に関する実績 （男性の賃金に対する女性の賃金の割合）

■ 女性管理職比率 （管理職に占める女性労働者の割合）

職階 人数 女性 割合

課長職以上 40 名 2 名 5 %

（注釈・説明）

● 課長職以上の役職者は40代～50代で構成されているが、そのうち男性労働者が9割を占め

ており、女性労働者の人数が少ないことが女性管理職が少ない要因となっている。
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